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規制の事後評価書（要旨） 

 

法律又は政令の名称：銃砲刀剣類所持等取締法の一部を改正する法律（平成 26年法律第 131号） 

規 制 の 名 称：年少射撃資格者の年齢要件の緩和 

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止 

  担 当 部 局 ：生活安全局保安課 

  評 価 実 施 時 期：令和３年８月 

 

 

１ 事前評価時の想定との比較 

銃砲刀剣類所持等取締法（昭和 33年法律第６号。以下「銃刀法」という。）は、危害予防の観

点から、空気銃については、原則として 18 歳以上の者でなければ、所持許可を受けることがで

きないこととしているが、政令で定める運動競技会における空気銃射撃競技については、年少者

の参加の途を開くため、年少射撃資格認定制度が設けられており、その選手又は候補者として推

薦された者等で一定の資格の認定を受けた 14歳以上 18歳未満の年少者（年少射撃資格者）は、

指定射撃場で特定の射撃指導員の監督を受けて、当該射撃指導員が許可を受けて所持する指導用

の空気銃を使用することができることとされていたところ、本規制緩和は、高い射撃技術を有す

る 10 歳以上の者が早期から空気銃を用いた射撃練習を行うことで、我が国の射撃競技における

競技力を強化し、また、18歳に達した者も、それまで射撃練習で使用していた指導用の空気銃を

引き続き大会に使用できることとするため、年少射撃資格者の下限年齢を 10 歳に引き下げると

ともに、年少射撃資格の失効する年齢を 19歳に引き上げることとしたものである。 

 事前評価時に本規制緩和に係るベースラインの設定は行っていないが、本規制が緩和されてい

なかった場合には、高い射撃技術を有する 10 歳以上の者による空気銃の射撃練習が不可能とな

り、我が国の射撃競技における競技力強化に支障が生じ得る。また、18歳に達した者が、その直

後からそれまで射撃練習で使用していた指導用の空気銃を大会に使用できず、空気銃射撃競技に

支障が生じ得る。 

現在も、高い射撃技術を有する 10 歳以上の者が早期から空気銃を用いた射撃練習を行うこと

により、我が国の射撃競技における競技力を強化すること、また、18歳に達した直後に所持許可

に移行するのではなく、それまで射撃練習で使用していた指導用の空気銃を大会に使用すること

を可能とすることの必要性に変化はなく、本規制緩和を取り巻く社会経済情勢の変化等による影

響は生じていないことから、事前評価時に想定していなかった影響は生じていない。 

よって、本規制緩和の必要性は引き続き認められる。 
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２ 費用、効果（便益）及び間接的な影響の把握 

事前評価時には、本規制緩和により、新たに 10歳から 13歳までの年少射撃資格者に、年少射

撃資格の認定等に要する費用が発生すると想定していた。本規制の緩和後、想定のとおり、年少

射撃資格の認定等に要する費用が発生している。具体的には、認定の申請に対する費用（9,600

円）及び認定のための講習会の費用（9,800 円）等が発生しており、また、本規制が緩和されて

以降、令和２年末現在、本規制の緩和に係る年少射撃資格者として認定を受けた者 15 人を把握

している（なお、本規制の緩和前においても、14歳以上 18 歳未満の者が、年少射撃資格の認定

を受ける場合に、同様の手数料が発生していた。）。その他、事前評価時に想定されなかった事務

負担等は発生していないことから、事前評価時と実績とのかい離は生じていない。 

 事前評価時には、本規制緩和により、年少射撃資格の認定に係る事務等が発生するが、特段の

体制強化なく、銃刀法に基づき従前より実施している既存の事務の一環として対応できるもので

あり、新たな行政費用はほとんど生じないと想定していた。本規制の緩和後も、想定のとおり、

都道府県公安委員会による認定のための講習会の実施費用等は発生しているが、当該費用は当該

講習を受講する者から徴する手数料により賄われており、新たな行政費用はほとんど生じていな

い。その他、事前評価時に想定されなかった事務負担等は発生していないことから、事前評価時

と実績とのかい離は生じていない。 

事前評価時には、本規制緩和の効果として、高い射撃技術を有する 10 歳以上の者が早期から

空気銃を用いた射撃練習を行うことで、我が国の射撃競技における競技力強化が期待でき、また、

18 歳になった者も、それまで射撃練習で使用していた指導用の空気銃を大会に使用できること

により、空気銃射撃競技の選手育成に資するものと想定していた。本規制が緩和されて以降、令

和２年末現在、本規制緩和に係る年少射撃資格者として認定を受けた者 15 人を把握し、これら

の者は、早期から空気銃を用いた射撃練習が可能となり、2020年東京オリンピック・パラリンピ

ック競技大会等の国際大会での活躍が期待されるなど、事前評価時に想定された効果が発現して

いると考えられる。 

 事前評価時には、本規制緩和により想定された効果について、金銭価値化した便益を推計して

いない。また、便益の金銭価値化を行うためには、本規制が緩和されなかった場合に、高い射撃

技術を有する 10 歳以上の者が早期から空気銃を用いた射撃練習を行えず、我が国の射撃競技に

おける競技力強化が困難となることにより発生する金銭的損失や、18歳になった者が、それまで

射撃練習で使用していた指導用の空気銃を大会に使用できない事案がどの程度発生するかにつ

いて推計し、さらに、それらの事象により発生する金銭的損失を算出する必要があるところ、考

慮すべき要素が多岐にわたり、また、損失の規模は事案ごとに異なることからその推計は困難で

ある。そのため、本規制緩和によって得られる効果の金銭価値化は行わないこととする。 

 年少射撃資格者の所持する空気銃の盗難・紛失等の事故の発生はなく、本規制緩和による副次

的な影響及び波及的な影響については、発生していない。 
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３ 考察 

本規制の緩和に伴い発生した費用については、遵守費用として、年少射撃資格の認定等に要す

る費用が発生し、行政費用として、年少射撃資格の認定に係る事務等の負担が発生しているが、

特段の体制強化なく、銃刀法に基づき従前より実施している既存の事務の一環として対応できる

ものである。また、副次的な影響及び波及的な影響は発生していない。 

 他方、本規制緩和によって、高い射撃技術を有する 10 歳以上の者が早期から空気銃を用いた

射撃練習を行うことで、我が国の射撃競技における競技力を強化し、また、18歳になった者も、

それまで射撃練習で使用していた指導用の空気銃を大会に使用することができ、空気銃射撃競技

の選手育成に資するものと考えられる。 

 便益について金銭価値化することは困難であるが、高い射撃技術を有する 10 歳以上の者が早

期から空気銃を用いた射撃練習を行うことで、我が国の射撃競技における競技力を強化するこ

と、また、18歳になった者も、それまで射撃練習で使用していた指導用の空気銃を大会に使用す

ることができ、空気銃射撃競技の育成に資するという便益と比較して費用は相対的に小さいもの

と認められ、便益が費用を上回っていることから、本規制緩和を継続することが妥当である。 
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法律又は政令の名称：銃砲刀剣類所持等取締法の一部を改正する法律（平成 26年法律第 131号） 

規 制 の 名 称：練習射撃場制度の拡充 

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止 

  担 当 部 局：生活安全局保安課 

  評 価 実 施 時 期：令和３年８月 

 

 

１ 事前評価時の想定との比較 

 猟銃の操作及び射撃に関する技能が低下していること等に起因する事故の絶無を図る上では、

猟銃を所持する者にとってその技能の維持向上のために射撃を行う機会が豊富に確保されてい

ることが望ましく、許可を受けた猟銃が故障している場合等であっても、他の猟銃による射撃を

行うことは、猟銃の操作及び射撃の技能の維持向上に資するものであり、また、新たに猟銃を購

入しようとする場合における自分の体格、技量等に合った猟銃の選定にも役立つものであること

から、一定の基準を満たす猟銃に係る指定射撃場をその設置者等の申請に基づき練習射撃場とし

て指定し、そこに備え付けられた猟銃を使用して射撃練習を行うことができることとしていた

（練習射撃場の制度）。こうした利点は、猟銃のみならず空気銃にも当てはまるものであり、特

に、年少射撃資格者の指導に当たる射撃指導員（年少射撃監督者）が不在の場合等であっても、

年少射撃資格者が練習用備付け銃を用いて空気銃の練習射撃を行うことで、我が国の射撃競技に

おける競技力を強化し、射撃練習を行う際に特定の練習射撃指導員の監督を受けることで、射撃

練習に伴う事故を未然に防ぐ効果が期待できるため、本規制は、空気銃に係る練習射撃場制度を

新設した上、これを年少射撃資格者も利用できることとしたものである。 

また、練習射撃場の管理者は、当該練習射撃場において選任されている射撃指導員のうちから、

当該年少射撃資格者に対する射撃の指導を行う者を指名しなければ、当該練習射撃場に備え付け

られた空気銃を年少射撃資格者に使用させてはならないこととし、当該義務違反については、罰

則等を設けることにより、担保措置を講じることとしたものである。 

 事前評価時に本規制に係るベースラインの設定は行っていないが、本規制が導入されていなか

った場合には、空気銃に係る練習射撃場を設けることができず空気銃に係る事故防止が強化され

ないほか、年少射撃監督者が不在の場合等であれば、年少射撃資格者が練習用備付け銃を用いて

射撃練習を行えず、我が国の射撃競技における競技力強化が困難となり、また、射撃練習に伴う

事故を未然に防ぐことも困難となったものと考えられる。 

 現在も、空気銃に係る練習射撃場を設置可能とすることにより、空気銃に係る事故防止を図る

こと、また、年少射撃監督者が不在の場合等であっても、年少射撃資格者が練習用備付け銃を用

いて射撃練習を行うことで、我が国の射撃競技における競技力を強化し、また、射撃練習に伴う

事故を未然に防ぐ必要性に変化はなく、本規制を取り巻く社会経済情勢に大きな変化は生じてい

- 4 -



 

 

ないことから、本規制の必要性は引き続き認められる。 

 

２ 費用、効果（便益）及び間接的な影響の把握 

 事前評価時には、新たな遵守費用はほとんど発生しないと想定していた。本規制の導入後、想

定のとおり、空気銃に係る練習射撃場の指定を受けるための申請手続等が必要となるほか、練習

射撃場の管理者は、当該練習射撃場において年少射撃資格者に対する射撃の指導を行う者を指名

しなければならないという法的義務が課されることとなるが、申請手続に係る手数料は徴収して

おらず、また、この法的義務については、当該練習射撃場において既に選任されている射撃指導

員の中から指名するものであり、新たな遵守費用はほとんど生じていない。その他、事前評価時

に想定されなかった事務負担等は発生していないことから、事前評価時と実績とのかい離は生じ

ていない。 

 事前評価時には、本規制により、空気銃に係る練習射撃場を指定する事務や、指名に係る義務

の履行状況について立入検査する事務等が発生するが、練習射撃場は指定射撃場の中から指定を

受けるところ、特段の体制強化なく、従前より実施することとしている指定射撃場に対する立入

りの事務の一環として対応できるものであり、新たな行政費用はほとんど生じないと想定してい

た。本規制の導入後も、想定のとおり、空気銃に係る練習射撃場を指定する事務や、指名に係る

義務の履行状況について立入検査する事務等は発生しているが、練習射撃場は指定射撃場の中か

ら指定を受けるところ、特段の体制強化なく、従前より実施している指定射撃場に対する立入り

の事務の一環として対応しているものであり、新たな行政費用はほとんど生じていない。その他、

事前評価時に想定されなかった事務負担等は発生していないことから、事前評価時と実績とのか

い離は生じていない。 

 事前評価時には、本規制の効果として、空気銃に係る練習射撃場を設置可能とすることにより、

空気銃に係る事故防止が図られ、年少射撃監督者が不在の場合等であっても、年少射撃資格者が

練習用備付け銃を用いて射撃練習を行うことで、我が国の射撃競技における競技力強化が期待で

き、また、射撃練習に伴う事故を未然に防ぐ効果が期待できると想定していた。本規制が導入さ

れて以降、令和２年末までに、本規制に係る空気銃の練習射撃場が全国で６か所設けられるなど、

空気銃の事故防止に寄与している。また、年少射撃資格者が練習用備付け銃を用いて射撃練習を

行う例もみられるところ、我が国の射撃競技における競技力強化にも寄与しており、効果が発現

していると考えられる。 

 事前評価時には、本規制により想定された効果について、金銭価値化した便益を推計していな 

い。また、便益の金銭価値化を行うためには、本規制が導入されなかった場合に、年少射撃監督 

者が不在の場合等において年少射撃資格者が練習用備付け銃を用いて射撃練習を行えず、空気銃

に係る練習射撃場が設けられないことにより、空気銃に係る我が国の射撃競技における競技力強

化が困難となることにより発生する金銭的損失や射撃練習に伴う事故がどの程度発生するかに

ついて推計し、それらの事案により発生する金銭的損失を算出する必要があるところ、考慮すべ

き要素が多岐にわたり、また、損失の規模は事案ごとに異なることからその推計は困難である。

そのため、本規制によって得られる効果の金銭価値化は行わないこととする。 

 本規制による副次的な影響及び波及的な影響については、発生していない。 
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３ 考察 

 本規制の導入に伴い発生した費用については、行政費用として、空気銃に係る練習射撃場を指

定する事務や、指名に係る義務の履行状況について検査する事務等の負担が発生しているが、特

段の体制強化なく、銃刀法に基づき従前より実施している既存の事務の一環として対応できるも

のである。また、副次的な影響及び波及的な影響は発生していない。 

 他方、本規制によって、年少射撃監督者が不在の場合等であっても、年少射撃資格者が練習用

備付け銃を用いて射撃練習を行うことで、我が国の射撃競技における競技力を強化し、空気銃射

撃競技の選手育成に資することができ、また、射撃練習に伴う事故を未然に防ぐことができたと

考えられる。 

 便益について金銭価値化することは困難であるが、年少射撃監督者が不在の場合等であって

も、年少射撃資格者が練習用備付け銃を用いて射撃練習を行うことで、我が国の射撃競技におけ

る競技力を強化すること、また、射撃練習に伴う事故を未然に防ぐことができるという便益と比

較して費用は相対的に小さいものと認められ、便益が費用を上回っていることから、本規制を継

続することが妥当である。 
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（別記様式第９号）                            

規制の事後評価書（要旨） 

 

法律又は政令の名称：銃砲刀剣類所持等取締法の一部を改正する法律（平成 26年法律第 131号） 

規 制 の 名 称：災害による猟銃の亡失者等に係る技能検定等の免除 

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止 

  担 当 部 局：生活安全局保安課 

  評 価 実 施 時 期：令和３年８月 

 

 

１ 事前評価時の想定との比較 

本規制緩和は、災害は本人の責めに帰することができない事情であることから、東日本大震災

を契機として、こうした事情により許可済猟銃の所持の許可を失効した者が、一定の期間が経過

する前に新たに猟銃の許可を受けようとする場合の許可の基準について、現に許可済猟銃を所持

している者が新たに猟銃の許可を受けようとする場合に準じて、技能検定又は射撃教習を免除す

ることとしたものである。 

事前評価時に本規制緩和に係るベースラインの設定は行っていないが、本規制緩和が導入され

ていなかった場合には、災害により猟銃を亡失等して許可が失効した者について、一定の基本的

な技能を有していると認められる者であっても、原則どおり技能検定又は射撃教習が必要とな

り、手続の負担が軽減されないこと、また、これにより再び許可を受ける者が増加しないことに

より、一般狩猟による有害鳥獣の捕獲等が困難となったものと考えられる。 

災害により猟銃を亡失等して許可が失効した者については、一定の基本的な技能を有してい 

ると認められる者であれば、改めて許可を受けるに当たっての技能検定又は射撃教習が免除され

ることから、許可を受けようとする者の手続の負担を軽減すること、また、これにより再び許可

を受ける者が増加することにより、一般狩猟による有害鳥獣の捕獲等が促進されるという鳥獣被

害対策上の必要性に変化はなく、本規制緩和を取り巻く社会経済情勢に大きな変化は生じていな

いことから、本規制緩和の必要性は引き続き認められる。  

 

２ 費用、効果（便益）及び間接的な影響の把握 

 事前評価時には、新たな遵守費用は生じないと想定していた。 

本規制緩和が導入されて以降、令和２年末までの間に、本規制緩和により猟銃を亡失等した者

について、技能検定又は射撃教習を免除した実績２件を把握している。 

本規制緩和は、災害により猟銃を亡失等した者が、猟銃の所持の許可を受けるに当たり技能検

定又は射撃教習を免除するものであり、新たな遵守費用は生じていない。その他、事前評価時に

想定されなかった事務負担等は発生していないことから、事前評価時と実績とのかい離は生じて

いない。 
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事前評価時には、新たな行政費用は生じないと想定していた。 

本規制の緩和後、想定のとおり、申請者が災害により猟銃を亡失等したことについて審査する

事務等が都道府県公安委員会に発生するが、特段の体制強化なく、災害時に従前より実施するこ

ととしている既存の事務の一環として対応できるものであり、新たな行政費用はほとんど生じて

いない。その他、事前評価時に想定されなかった事務負担等は発生していないことから、事前評

価時とのかい離は生じていない。 

 事前評価時には、本規制緩和の効果として、災害により猟銃を亡失等して許可が失効した者に

ついては、一定の基本的な技能を有していると認められる者であれば、改めて許可を受けるに当

たっての技能検定又は射撃教習が免除されることから、許可を受けようとする者にとっては手続

の負担が軽減されること、また、これにより再び許可を受ける者が増加することにより、一般狩

猟による有害鳥獣の捕獲等が促進されるという鳥獣被害対策上の効果も期待できると想定して

いた。本規制が緩和されて以降、令和２年末までの間に、本規制緩和により災害により猟銃を亡

失等した者について、技能検定又は射撃教習を免除した実績２件を把握しており、手続の負担が

軽減されたことなど、事前評価時に想定されていた効果が出現していると考えられる。 

 事前評価時には、本規制緩和により想定された効果について、金銭価値化した便益を推計して

いない。また、便益の金銭価値化を行うためには、本規制が緩和されなかった場合に、災害によ

り猟銃を亡失等して許可が失効した者について、一定の基本的な技能を有していると認められる

者であっても、原則どおり技能検定又は射撃教習が必要となり、手続の負担が軽減されず、また、

これにより再び許可を受ける者が増加しないことにより、一般狩猟による有害鳥獣の捕獲等が困

難な事案がどの程度発生するかについて推計し、さらに、それらの事案により発生する金銭的損

失を算出する必要があるところ、考慮すべき要素が多岐にわたり、また、損失の規模は事案ごと

に異なることからその推計は困難である。そのため、本規制緩和によって得られる効果の金銭価

値化は行わないこととする。 

本規制緩和による副次的な影響及び波及的な影響については、発生していない。 

 

３ 考察 

本規制の緩和に伴い発生した費用については、行政費用として、災害により猟銃を亡失等した

ことについて審査する事務等の負担が発生しているが、特段の体制強化なく、災害時に従前より

実施することとしている既存の事務の一環として対応できるものである。また、副次的な影響及

び波及的な影響は発生していない。 

 他方、本規制緩和によって、災害により猟銃を亡失等して許可が失効した者については、一定

の基本的な技能を有していると認められる者であれば、改めて許可を受けるに当たっての技能検

定又は射撃教習が免除されることから、許可を受けようとする者にとっては手続の負担が軽減さ

れること、また、これにより再び許可を受ける者が増加することにより、一般狩猟による有害鳥

獣の捕獲等が促進されるという鳥獣被害対策上の効果が今後も期待できると考えられる。 

 便益について金銭価値化することは困難であるが、災害により猟銃を亡失等して許可が失効し

た者については、一定の基本的な技能を有していると認められる者であれば、改めて許可を受け

るに当たっての技能検定又は射撃教習が免除されることから、許可を受けようとする者にとって
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は、手続の負担が軽減されること、また、これにより再び許可を受ける者が増加することにより、

一般狩猟による有害鳥獣の捕獲等が促進されるという鳥獣被害対策上の効果が期待できるとい

う便益と比較して費用は相対的に小さいものと認められることから、本規制緩和を継続すること

が妥当である。 
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（別記様式第９号）                            

規制の事後評価書（要旨） 

 

法律又は政令の名称：風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の一部を改正する法律

（平成 27年法律第 45号） 

規 制 の 名 称：特定遊興飲食店営業に係る許可制の新設 

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止 

  担 当 部 局 ：生活安全局保安課 

  評 価 実 施 時 期：令和３年８月 

 

 

１ 事前評価時の想定との比較 

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122号。以下「風営法」

という。）では、深夜における飲食店営業において深夜に客に遊興させることが禁止されていた

ところ、客にダンス及び飲食をさせる営業のうち、いわゆるクラブのような形態のものについて

は、一定程度の深夜営業への需要があり、政府の規制改革会議から営業時間の規制の緩和を求め

る内容の答申が出されたほか、ナイトライフの充実を求める声がある中で、ダンス以外の遊興に

ついても、時間帯にかかわらず飲食しながら楽しみたいとの需要があるものと考えられた。他方

で、一般的に深夜は社会の中の監視・制御機能が弱まり、人々が風俗上の規範を逸脱しやすくな

る時間帯であり、仮に何らの規制を設けずに、深夜に客に遊興及び飲酒をさせる営業を営むこと

ができるようにした場合、営業の行われ方いかんによっては、過度な歓楽的・享楽的雰囲気によ

り風俗事犯等の違法行為が誘発されるなど、風俗上の問題が生じるおそれがあることから、風営

法を一部改正し、ナイトクラブその他設備を設けて客に遊興させ、かつ、客に飲食をさせる営業

（客に酒類を提供して営むものに限る。）で、午前６時後翌日の午前０時前の時間において営む

もの以外のもの（風俗営業に該当するものを除く。）を「特定遊興飲食店営業」として許可制の下

で認めることとし、当該営業に伴う風俗上の問題の発生防止に必要な規制を設けることとした。 

事前評価時に本規制に係るベースラインの設定は行っていないが、本規制が導入されていなか 

った場合には、特定遊興飲食店営業に起因する風俗上の問題が発生していたと考えられる。 

特定遊興飲食店営業の許可数は増加傾向にあり、依然として善良の風俗と清浄な風俗環境を保 

持するとともに、少年の健全な育成に障害を及ぼす行為を防止する必要が認められる。また、本

規制を取り巻く社会経済情勢に大きな変化はなく、事前評価時に想定していなかった影響は生

じていない。 

 よって、本規制の必要性は引き続き認められる。 
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２ 費用、効果（便益）及び間接的な影響の把握 

事前評価時には、特定遊興飲食店営業を営もうとする者に、特定遊興飲食店営業の許可申請等

の各種規制を遵守するための費用が発生すると想定していた。本規制の導入後、想定のとおり、

特定遊興飲食店営業の許可申請等の各種規制を遵守するための費用が発生している。具体的に

は、許可の申請に要した費用（１件につき、原則として 24,000 円）等が発生しており、本規制

の導入以降、特定遊興飲食店営業の許可数は、令和２年末現在で 400件以上となっている。その

他、事前評価時に想定されなかった遵守費用は発生していないことから、事前評価時と実績との

かい離は生じていない。 

事前評価時には、本規制の趣旨を周知徹底するための広報活動等にかかる費用及び各種規制の

遵守状況の把握及び違法行為の取締り等に係る費用が発生することが想定され、実際にこれらの

活動は実施された。なお、これらの活動については、都道府県警察が、管内における規制対象業

者の営業実態等を踏まえた上で、その実情に応じた方法により実施することとしているため、必

要となる時間や人員も様々であり、本規制に係る行政費用を金銭価値化して推計することは困難

である。ただし、事前評価時に想定されなかった事務負担等は発生していないことから、事前評

価時と実績とのかい離は生じていない。 

事前評価時には、本規制の効果として、特定遊興飲食店営業として午前０時から午前６時まで

の時間に営業することが可能となるほか、事前審査により不適格者及び不適切な構造設備を持つ

営業所を排除することができ、不適切な営業から生じる違法行為等の発生が抑えられるなど、善

良の風俗若しくは清浄な風俗環境を害する行為又は少年の健全な育成に障害を及ぼす行為を防

止することが想定された。本規制の導入以降、特定遊興飲食店営業の許可数は年々増加し、令和

２年末現在で 400件以上となっており、特定遊興飲食店営業を営もうとする者が許可を受けて風

営法の規定に従って営業することとなっていることから、事前評価時に想定された効果が発現し

ていると考えられる。 

事前評価時には、本規制により想定された効果について、金銭価値化した便益を推計していな

い。また、便益の金銭化を行うためには、本規制が導入されなかった場合に、特定遊興飲食店営

業に起因する善良の風俗若しくは清浄な風俗環境を害する行為又は少年の健全な育成に障害を

及ぼす行為がどの程度発生するかについて推計し、さらにそれらの行為により発生する金銭的損

失を算出する必要があるところ、考慮すべき要素が多岐にわたり、また、損失の規模は事案ごと

に異なることからその推計は困難である。そのため、本規制によって得られる効果の金銭価値化

は行わないこととする。 

 本規制による副次的な影響及び波及的な影響については、発生していない。 

 

３ 考察 

 本規制の導入に伴い発生した費用については、遵守費用として、許可の申請等に要する費用が

発生し、行政費用として、違法行為の取締り等に係る費用が発生している。また、副次的な影響

及び波及的な影響は発生していない。 

他方、本規制によって、特定遊興飲食店営業を新たに風営法の規制対象とし、当該営業に伴う
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風俗上の問題の発生防止に必要な規制を設けることで、善良の風俗と清浄な風俗環境の保持及び

少年の健全な育成に障害を及ぼす行為を防止することができると考えられる。 

便益について金銭価値化することは困難であるが、善良の風俗と清浄な風俗環境の保持及び少

年の健全な育成に障害を及ぼす行為の防止という便益と比較して費用は相対的に小さいものと

認められ、便益が費用を上回っていることから、本規制を継続することは妥当である。 
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（別記様式第９号）                            

規制の事後評価書（要旨） 

 

法律又は政令の名称：風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の一部を改正する法律

（平成 27年法律第 45号） 

規 制 の 名 称：ダンスホール等に係る規制の廃止 

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止 

  担 当 部 局 ：生活安全局保安課 

  評 価 実 施 時 期：令和３年８月 

 

 

１ 事前評価時の想定との比較 

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122号。以下「風営法」

という。）では、一定の資格を有するダンス教師が専ら客にダンスを教授する営業以外のダンス

ホールその他設備を設けて客にダンスをさせる営業を営もうとする者は、当該営業所の所在地を

管轄する都道府県公安委員会の許可を受けなければいけなかったところ、ダンスホール等営業に

おいて風俗上の問題が生じているとの実態はほとんどなく、規制の対象から外しても特段の支障

は生じないと考えられたことから、風営法を一部改正し、ダンスホールその他の設備を設けて客

にダンスをさせる営業を規制の対象から除外することとした。 

事前評価時に本規制に係るベースラインの設定を行っていないが、本規制が廃止されていなか

った場合は、風俗上の問題が生じているという実態がほとんどないにもかかわらず、ダンスホー

ル等営業を引き続き風営法の規制対象とし、不要となった規制を継続していたと考えられる。 

 改正後においても、ダンスホール等において売春事犯その他風俗上の問題が顕著になっている

実態は認められない。また、本規制廃止を取り巻く社会経済情勢に大きな変化もなく、事前評価

時に想定していなかった影響は生じていない。 

 よって、本規制の廃止の必要性は引き続き認められる。 

 

２ 費用、効果（便益）及び間接的な影響の把握 

本規制廃止による遵守費用及び行政費用は想定されておらず、廃止後も新たな遵守費用及び行

政費用は発生していない。 

本規制廃止により、事前評価時に想定されたとおり、ダンスホールその他設備を設けて客にダ 

ンスをさせる営業を営もうとする者が、当該営業所を管轄する都道府県公安委員会の許可を受け 

ることなく営業することができるようになった。 

 ダンスホールその他設備を設けて客にダンスをさせる営業を営む者が受けた便益のうち、同営

業が風営法の規制の対象から外れたことにより不要となった手数料が挙げられるが、その他にも

考慮すべき要素が多岐に渡り、本規制によって得られる効果を金銭価値化することは困難であ
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る。 

 本規制廃止による副次的及び波及的な影響については、発生していない。 

３ 考察 

 本規制の廃止によって特段の費用は発生しておらず、副次的な影響及び波及的な影響も発生し 

ていない。また、本規制廃止により、ダンスホールその他設備を設けて客にダンスをさせる営業 

を営もうとする者が、当該営業所を管轄する都道府県公安委員会の許可を受けることなく営業す 

ることができるようになり、本規制の廃止に伴い風俗上の問題が生じているという実態もないた 

め、今回の規制の廃止は妥当であるといえる。 
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（別記様式第９号）                            

規制の事後評価書（要旨） 

 

法律又は政令の名称：道路交通法の一部を改正する法律（平成 27年法律第 40号） 

規 制 の 名 称：臨時認知機能検査及び臨時高齢者講習の導入 

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止 

  担 当 部 局 ：警察庁交通局運転免許課 

  評 価 実 施 時 期：令和３年８月 

 

 

１ 事前評価時の想定との比較 

本規制は、認知症や認知機能の低下に起因する交通事故を防止するため、速やかに認知機能の

現状を把握し、当該認知機能の現状に応じた適切な安全運転支援を行うなどの措置を講ずる必要

があると考えられたことから、都道府県公安委員会（以下「公安委員会」という。）は、75 歳以

上の免許保有者が、認知機能が低下した場合に行われやすい一定の違反行為をしたときは、その

者に対し、臨時の認知機能検査（以下「臨時認知機能検査」という。）を行う（当該臨時認知機能

検査を受けなかった者については、免許の取消し等の対象とする。）こととし、また、公安委員会

は、臨時認知機能検査を受けた者が一定の基準に該当した場合には、臨時の講習（以下「臨時高

齢者講習」という。）を行う（当該臨時高齢者講習を受けなかった者については、免許の取消し等

の対象とする。）こととしたものである。 

現在も認知症や認知機能の低下に起因する交通事故を防止する必要性に変化はなく、本規制を

取り巻く社会経済情勢に大きな変化は生じていないことから、事前評価時に想定していなかった

影響は生じていない。 

事前評価時に本規制に係るベースラインの設定は行っていないが、当該規制が導入されていな 

かった場合には、認知症や認知機能の低下に起因する交通事故を防止することがより困難になっ

たものと考えられる。 

前記のとおり、75歳以上の高齢運転者の認知機能の現状を速やかに把握し、適切な安全運転支

援を行うなどの措置を講ずる必要性に変化はなく、本規制を取り巻く社会経済情勢に大きな変化

は生じていないことから、本規制の必要性は引き続き認められる。 

 

２ 費用、効果（便益）及び間接的な影響の把握 

事前評価時には、本規制により、75歳以上の免許保有者であって、認知機能が低下した場合に

行われやすい一定の違反行為をしたものについては、臨時認知機能検査の受検に当たっての金銭

的負担が生じ、また、当該検査を受けた者で、一定の基準に該当したものについては、臨時高齢

者講習の受講に当たっての金銭的負担が生じるなどの遵守費用が生じると想定されていた。 

 本規制導入後、想定のとおり、臨時認知機能検査の受検に当たり認知機能検査手数料（750円）、
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また、臨時高齢者講習の受講に当たり講習手数料（保有する免許の種類に応じて 5,800 円又は

2,350円）の負担が発生しており、本規制が導入された平成 29年から令和２年末までにそれぞれ

延べ 549,362人、42,892人が受検・受講している。 

その他、事前評価時に想定されなかった事務負担等は発生していないことから、想定と実績の

かい離は生じていない。 

臨時認知機能検査に関しては、事前評価時には、本規制により、公安委員会は 75 歳以上の免

許保有者であって認知機能が低下した場合に行われやすい一定の違反行為をしたものに対して

臨時認知機能検査を行うこととなり、実施に係る事務が一定程度発生するが、これは現行の認知

機能検査と一連の体系を成すものであり、新たに生じる行政費用は限定的であると想定してい

た。 

 本規制の導入後、想定のとおり、公安委員会による臨時認知機能検査の実施費用は発生してい

るが、限定的なものにとどまっており、加えて、当該費用は当該検査を受ける者から徴する手数

料により賄われ、公安委員会の金銭的負担は生じていない。 

 臨時高齢者講習に関しては、事前評価時には、本規制により、公安委員会は、臨時認知機能検

査で認知機能が低下しているおそれがあると認められた者等に対して、臨時高齢者講習を行うこ

ととなり、実施に係る事務が一定程度発生するが、既存の講習の実施設備等に大きな変更をもた

らすものではなく、内容についても既存の高齢者講習のうち認知機能に関係する項目を抽出する

などして行う予定であったことから、新たに生じる行政費用は限定的であると想定していた。 

本規制の導入後、想定のとおり、公安委員会による臨時高齢者講習の実施費用は発生している

が、限定的なものにとどまっており、当該費用は当該講習を受ける者から徴する手数料により賄

われ、公安委員会の金銭的負担は生じていない。 

事前評価時には、本規制の効果として、臨時認知機能検査の結果を臨時適性検査の端緒として

活用したり、当該結果に基づく臨時高齢者講習を実施したりすることにより、適時・適切に安全

運転支援等を講ずることが可能であり、認知症又は認知機能の低下に起因する交通事故を未然に

防ぐことが可能となると想定していた。 

 本規制導入後、本規制によって臨時認知機能検査を受けた延べ人数は、平成 29年中 97,290人、

平成 30 年中 145,205 人、令和元年中 154,597 人、令和２年中 152,270 人となっており、臨時高

齢者講習を受けた延べ人数は、平成 29年中 7,824人、平成 30年中 11,866人、令和元年中 11,628

人、令和２年中 11,574人となっている。 

 また、認知機能検査の結果、認知症のおそれがあると判断された者及び認知機能の低下のお

それがあると判断された者による死亡事故件数について、本規制導入前は平成 28 年中 214 件で

あった一方、本規制導入後は平成 30 年中 204 件、令和元年中 150 件、令和２年 133 件となり、

一定程度減少していることが認められ、本規制によって、事前評価時に想定された効果が発現し

ているものと考えられる。 

事前評価時には、本規制により想定された効果について、金銭価値化した便益を推計していな

い。また、便益の金銭価値化を行うためには、本規制が導入されなかった場合に、速やかに認知

機能の現状を把握し、当該認知機能の現状に応じた適切な安全運転支援を行うなどの措置を講じ

なかったことによる交通事故がどの程度発生するかについて推計し、さらに、それらの交通事故

によりどの程度の金銭的損失が生じるのかを個別の事案を精査して算出する必要があるが、損失
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の規模は事案ごとに異なるためその推計は困難であることから、本規制によって得られる効果の

金銭価値化は行わないこととする。 

本規制による副次的な影響及び波及的な影響については、把握されていない。 

 

３ 考察 

本規制の導入に伴い、一定の遵守費用及び行政費用が発生しているが、事前評価時の想定とか

い離しておらず、また、副次的な影響及び波及的な影響も発生していない。 

 他方、本規制が導入されたことにより、平成 29 年以降毎年一定件数の臨時認知機能検査及び

臨時高齢者講習が行われており、認知機能の低下に起因する交通事故を未然に防ぐことができた

と考えられる。 

 便益について金銭価値化することは困難であるが、認知症や認知機能の低下に起因する交通事

故を防止するという便益と比較して費用は相対的に少ないものと認められ、便益が費用を上回っ

ていると認められるため、当該規制を継続することが妥当である。 
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（別記様式第９号）                            

規制の事後評価書（要旨） 

 

法律又は政令の名称：道路交通法の一部を改正する法律（平成 27年法律第 40号） 

規 制 の 名 称：臨時適性検査の対象拡大等 

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止 

  担 当 部 局 ：警察庁交通局運転免許課 

評 価 実 施 時 期：令和３年８月 

 

１ 事前評価時の想定との比較 

道路交通法（昭和 35 年法律第 105 号。以下「法」という。）第 90 条第１項第１号の２及び同

法第 103 条第１項第１号の２により、認知症に該当した者は運転免許（以下「免許」という。）

の取消し等の対象とされている。そして、平成 27 年法改正前には、都道府県公安委員会（以下

「公安委員会」という。）は、運転免許証（以下「免許証」という。）の有効期間の更新等に際し

て認知機能検査を受け、その結果、認知機能に関し内閣府令で定める基準に該当した者（以下「基

準該当者」という。）が、認知機能が低下した場合に行われやすい一定の違反行為（以下「基準行

為」という。）をした場合に、その者に対し、臨時に適性検査を行うこととされていた。 

本規制は、認知症に該当する者による交通事故を未然に防止するため、基準行為の有無を問わ

ず、速やかに医師の診断を受けさせ、運転継続の可否を判断することを可能とする制度が必要で

あると考えられたことから、公安委員会は、認知機能検査の結果、基準該当者となった者に対し、

その者の違反状況にかかわらず、臨時適性検査を行い、又は医師の診断書を提出すべき旨を命ず

ることとしたものである（臨時適性検査を受けなかった、又は医師の診断書の提出命令に応じな

かった者については、免許の取消し等の対象とすることとした。）。  

現在も認知症に該当する者による交通事故を未然に防止する必要性に変化はなく、本規制を取

り巻く社会経済情勢に大きな変化は生じていないことから、事前評価時に想定していなかった影

響は生じていない。 

事前評価時に本規制に係るベースラインの設定は行っていないが、当該規制が導入されていな 

かった場合には、認知症に該当する者による交通事故を未然に防止することがより困難になった

ものと考えられる。 

基準該当者に速やかに医師の診断を受けさせ、運転継続の可否を判断する必要性に変化はな

く、本規制を取り巻く社会経済情勢に大きな変化は生じていないことから、本規制の必要性は引

き続き認められる。 
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２ 費用、効果（便益）及び間接的な影響の把握 

本規制により、基準該当者は、その違反状況にかかわらず、臨時に適性検査を受け、又は医師

の診断書を提出しなければならないという法的義務が課されているところ、事前評価時には、医

師の診断書の提出を命ぜられた場合は、診断書の取得に当たり金銭的負担も生じるが、平成 27年

の法改正前の臨時適性検査（以下「改正前臨時適性検査」という。）においても、多くの者が自費

負担で医師の診断書を提出していることを踏まえると、改正前臨時適性検査の対象となった者に

生じる負担と同様であり、新たに生じる遵守費用は限定的であると想定していた。 

 本規制の導入後、想定のとおり、医師の診断書の提出を命ぜられた場合における診断書取得に

当たっての費用は生じているが、診断書の提出に要する費用は人ごとに異なるため、一律に推計

することは困難である。 

 本規制導入前の法第 102 条第１項から第３項における臨時適性検査又は医師の診断書の提出

件数はそれぞれ、平成 28年中 223件、1,711件であった一方、規制導入後は平成 30年中 414件、

17,159件、令和元年中 279件、15,020件であった。 

その他、事前評価時に想定されなかった事務負担等は発生していないことから、想定と実績の

かい離は生じていない。 

事前評価時には、本規制により、認知機能検査を受けた者が基準該当者に該当した場合には、

公安委員会は、その者に対し、臨時に適性検査を行い、又は医師の診断書の提出を命じることと

なり、臨時適性検査又は命令の実施に係る事務が生じるが、改正前臨時適性検査と一連の体系を

なすものであり、新たに生じる行政費用は限定的であると想定していた。 

本規制の導入後、想定のとおり、公安委員会による臨時適性検査又は命令の実施に係る事務は

発生しているが、限定的なものにとどまっており、その他、事前評価時に想定されなかった事務

負担等は発生していないことから、想定と実績のかい離は生じていない。 

事前評価時には、本規制の効果として、認知機能検査の結果、認知症のおそれがあると判断さ

れた者に対し、速やかに医師の診断を受けさせ、その結果、運転適性を備えていない認知症に該

当する者による交通事故を未然に防ぐことが可能となると想定していた。 

 本規制の結果に基づいて免許が取消し又は停止となった者の数は、平成 30 年中 1,932 人、令

和元年中 1,265人である。 

また、認知機能検査の結果、認知症のおそれがあると判断された者による死亡事故件数は、本

規制導入前は平成 28年中 34件であった一方、本規制導入後は平成 30年中 20件、令和元年中５

件となり、一定程度減少していることが認められ、本規制によって、事前評価時に想定された効

果が発現していると考えられる。 

事前評価時には、本規制により想定された効果について、金銭価値化した便益を推計していな

い。また、便益の金銭価値化を行うためには、本規制が導入されなかった場合に、基準該当者に

速やかに医師の診断を受けさせ、運転継続の可否を判断しなかったことによる交通事故がどの程

度発生するかについて推計し、さらに、それらの交通事故によりどの程度の金銭的損失が生じる

のかを個別の事案を精査して算出する必要があるが、損失の規模は事案ごとに異なるためその推

計は困難であることから、本規制によって得られる効果の金銭価値化は行わないこととする。 

本規制による副次的な影響及び波及的な影響については、把握されていない。 
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３ 考察 

本規制の導入に伴い、一定の遵守費用及び行政費用が発生しているが、事前評価時の想定とか

い離しておらず、また、副次的な影響及び波及的な影響も発生していない。 

 他方、本規制導入後、その結果に基づいて免許が取消し又は停止となった者が一定数存在して

おり、運転適性を備えていない認知症に該当する者による交通事故を未然に防ぐことができたと

考えられる。 

 便益について金銭価値化することは困難であるが、認知症に該当する者による交通事故を未然

に防止するという便益と比較して費用は相対的に少ないものと認められ、便益が費用を上回って

いると認められるため、当該規制を継続することが妥当である。 
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（別記様式第９号）                            

規制の事後評価書（要旨） 

 

法律又は政令の名称：道路交通法の一部を改正する法律（平成 27年法律第 40号） 

規 制 の 名 称：準中型自動車免許の新設 

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止  

  担 当 部 局 ：交通局運転免許課 

  評 価 実 施 時 期：令和３年８月 

 

 

１ 事前評価時の想定との比較 

車両総重量が５トン未満の自動車には、近距離の配送で用いられる多くの貨物自動車が含まれ

ている（3.5トンを超えると貨物自動車がほぼ全てを占める）ところ、車両総重量 3.5 トン以上

５トン未満の自動車に係る車両１万台当たりの死亡事故件数（平成 20～23 年の平均）が約 0.6

件であり、3.5 トン未満の自動車の約 0.4 件と比べ、約 1.5 倍となっているなど、3.5 トン以上

５トン未満の貨物自動車に係る対策が課題となっていた。他方、車両総重量５トン未満であった

最大積載量２トンの貨物自動車が、保冷設備等の架装により、車両総重量が５トンを超え、法改

正前の中型自動車に該当してしまうことから、高等学校を卒業して間もない若年者がこの種の自

動車を直ちに運転することができないなど、社会実態に応じた運転免許制度の見直しが求められ

ていた。 

 本規制は、以上のような交通事故実態や社会的要請等を踏まえ、車両総重量が 3.5 トン以上

7.5 トン未満の自動車を準中型自動車として区分し、同自動車を運転するには準中型自動車免許

（以下「準中型免許」という。）を要することとして、貨物自動車を使用した試験、教習等を行う

こととするとともに、普通免許と同様に 18歳で取得できることとしたものである。 

現在も、交通安全の確保の観点から車両総重量が 3.5トン以上 7.5トン未満の自動車の運転に

準中型免許を求める必要性に変わりはなく、その他本規制を取り巻く社会経済情勢等に係る大き

な変化や事前評価時に想定していなかった影響も生じていない。 

事前評価時に本規制に係るベースラインの設定は行っていないが、当該規制が導入されていな

かった場合には、車両総重量 3.5トン以上５トン未満の自動車に係る交通事故発生件数が依然高

水準であり、かつ、高等学校を卒業して間もない若年者が、保冷設備等の架装をした最大積載量

２トンの貨物自動車を運転することができなかったものと考えられる。 

前記のとおり、現在も、交通安全の確保の観点から車両総重量が 3.5トン以上 7.5トン未満の

自動車の運転に準中型免許を求める必要性に変わりはなく、その他本規制を取り巻く社会経済情

勢等に係る大きな変化や事前評価時に想定していなかった影響も生じていないことから、本規制

の必要性は引き続き認められる。 
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２ 費用、効果（便益）及び間接的な影響の把握 

本規制により、車両総重量 3.5トン以上５トン未満の自動車を運転しようとする場合に準中型

免許を受けることに伴う負担が発生することとなるが、準中型免許を受ける場合の手続は普通免

許や中型自動車免許（以下「中型免許」という。）を受ける場合と変わりはないため、新たな遵守

費用はほとんど発生していない。 

事前評価時には、本規制により、準中型免許の新設に伴う試験車両の調達や維持、運転者管理

システムの改修等に係る費用が発生すると想定していた。 

本規制導入後、想定のとおりの費用が発生していると認められるところ、当該費用については、

個々の都道府県警察ごとに負担しているものであり、事前評価時に想定されなかった新たな行政

費用は発生していないことから、事前評価時の想定とのかい離は生じていない。 

事前評価時には、準中型自動車の運転に必要な準中型免許の取得に当たって貨物自動車を使用

した試験・教習等を実施することで交通事故の抑止効果が期待されたほか、法改正前の中型免許

（受験資格：20歳以上）によって運転が可能である車両総重量５トン以上 7.5トン未満の自動車

を準中型免許（受験資格：18歳以上）によって運転することができることとなるため、社会的要

請に応えることができると想定していた。 

本規制の導入により、車両総重量 3.5トン以上５トン未満の自動車に係る車両１万台当たりの

死亡事故件数は、平成 30 年は約 0.48 件と、前記１①に記載の平成 20～23 年の平均の約 0.6 件

と比べて減少していることに加え、準中型免許試験受験者数は、平成 30年は 32,892人、令和元

年は 46,010 人と増加傾向にあることから、事前評価時に想定していた効果が発現していると考

えられる。 

事前評価時には、本規制により想定された効果について、金銭価値化した便益を推計していな

い。また、便益の金銭価値化を行うためには、本規制が導入されなかった場合に、法改正前の普

通免許保有者が車両総重量 3.5 トン以上５トン未満の自動車を運転することによって起こした

交通事故によって生じる損失及び高等学校を卒業して間もない若年者が、保冷設備等の架装をし

た最大積載量２トンの貨物自動車を運転することができないことによって生じる損失を算出す

る必要があるが、考慮すべき要素が多岐にわたり、また、損失の規模が事案の内容や状況によっ

て異なり、その推計は困難であることから、本規制によって得られる効果の金銭価値化は行わな

いこととする。 

本規制による副次的な影響及び波及的な影響については、発生していない。 

 

３ 考察 

本規制の導入に伴い発生した費用は、事前評価時の想定とかい離しておらず、副次的な影響及

び波及的な影響も発生していない。 

 他方、本規制の導入により、平成 30 年の車両総重量 3.5 トン以上５トン未満の自動車に係る

車両１万台当たりの死亡事故件数は、平成 20～23 年平均と比べて減少しているほか、準中型免

許試験受験者数は平成 30 年から令和元年にかけて増加傾向であるなど、社会的要請に応じた運

転免許制度になったと考えられる。 
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 便益について金銭価値化することは困難であるが、交通安全の確保に加え、高等学校を卒業し

て間もない若年者が職業運転者としての進路を選択する機会の確保が図られるという便益と比

較して、費用は相対的に少ないものと認められることから、当該規制を継続することが妥当であ

る。 
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（別記様式第９号）                            

規制の事後評価書（要旨） 

 

法律又は政令の名称：道路交通法の一部を改正する法律（平成 27年法律第 40号） 

規 制 の 名 称：準中型自動車免許に係る再試験制度等の導入 

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止 

  担 当 部 局 ：交通局運転免許課 

  評 価 実 施 時 期：令和３年８月 

 

 

１ 事前評価時の想定との比較 

本規制は、運転免許（以下「免許」という。）取得後１年未満の初心運転者について、運転

に関する知識・技能（以下「知識・技能」という。）が十分に定着していないと認められるこ

と等から、新たに設ける準中型自動車免許（以下「準中型免許」という。）について、初心運

転者に対する交通事故防止対策を設けることとしたものである。具体的には、準中型免許を受

けた者で、当該免許を受けた日から１年間（初心運転者期間）に違反行為をし、一定の基準に

該当することとなったものについて再試験（初心運転者講習を受講した場合は免除。）の対象

とし、また、当該免許を受けていた期間が通算して１年に達しないものについては、初心運転

者標識の表示義務の対象とすることとした。 

この点、準中型免許の創設以降、当該免許の保有者は増加しているとともに、当該免許に係る

初心運転者講習の受講者も一定数認められることから、現在も初心運転者に対する交通事故防止

対策を図る必要性に変わりはない。また、現在の科学技術（安全運転サポート車等）は、あくま

で運転者の安全運転を支援するものであり、自動車のシステムによって運転者の運転操作を完全

に代替するものではなく、当該技術の利用により初心運転者に対する交通事故防止対策を不要と

することはできない。 

 事前評価時に本規制に係るベースラインの設定は行っていないが、当該規制が導入されていな 

かった場合には、今よりも知識・技能が十分に定着していない初心運転者による交通事故が増加 

していたと考えられる。 

前記のとおり、準中型免許の創設以降、当該免許の取得者は、平成 30年 23,510人、令和元年

29,031 人、令和２年 30,593 人と増加傾向にあるとともに、当該免許に係る初心運転者講習の受

講者も一定数認められることから、現在も初心運転者に対する交通事故防止対策を図る必要性に

変わりはない。また、現在の科学技術（安全運転サポート車等）は、あくまで運転者の安全運転

を支援するものであり、自動車のシステムによって運転者の運転操作を完全に代替するものでは

なく、当該技術の利用により初心運転者に対する交通事故防止対策を不要とすることはできな

い。 
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２ 費用、効果（便益）及び間接的な影響の把握 

本規制については、準中型免許を受けた者が、違反行為をして一定の基準に該当することとな

った場合には、再試験を受けなければならなくなり、再試験手数料（4,400 円）が生じるが、受

験者数は、平成 30年 246人、令和元年 40人と、事前評価時の想定とのかい離は生じていない。

また、準中型免許を受けた者は初心運転者標識を表示する義務が生じ、同標識を購入するなどの

負担もあるが、事前評価時の想定のとおり、現行制度上普通免許を受けた場合もこれらの標識を

購入する必要があることから、新たな遵守費用はほとんど生じていない。 

事前評価時において、本規制については、準中型免許を受けた者で違反行為をして一定の基

準に該当したものに対して再試験を行う事務等が発生するが、既存の普通免許に係る初心運転

者制度と一連の体系をなすものであり、新たな行政費用はほとんど生じず、また、初心運転者

標識の表示義務違反等に対する指導・取締りを行う必要性が生じるが、現在も同種違反に対す

る指導・取締りを行っており、これと同時に行うことも可能であることから、新たな行政費用

はほとんど生じないと想定していた。 

本規制導入後、事前評価時に想定されなかった新たな行政費用は発生していないことから、事

前評価時の想定とのかい離は生じていない。 

事前評価時には、再試験制度や初心運転者標識の表示義務を通じ、準中型自動車に係る初心

運転者期間内の交通事故やその後における交通事故の防止を図ることができることから、初心

運転者に係る交通事故の抑止効果が期待できると想定していた。 

本規制の導入により、車両総重量 3.5トン以上 7.5トン未満の準中型自動車に係る車両１万台

当たりの死亡事故件数について、制度導入前の平成 28年は約 0.53件である一方、制度導入後の

平成 30 年は約 0.50 件と減少している。また、初心運転者講習の実施数についても、平成 30 年

246件、令和元年 310件、令和 2年 304件と増加傾向にあり、交通事故防止のための措置が着実

にとられていると認められることから、事前評価時に想定された効果が発現していると思われ

る。 

事前評価時には、本規制により想定された効果について、金銭価値化した便益を推計していな 

い。また、便益の金銭価値化を行うためには、本規制が導入されなかった場合に、準中型免許を

受けた者で、当該免許を受けた日から１年未満の初心運転者のうち知識・技能が定着していない

者が起こした交通事故によって生じる損失及び準中型免許を受けた者で、当該免許を受けた日か

ら１年未満の者が初心運転者標識の表示をしていなかったことによって生じる損失を算出する

必要があるが、準中型免許を受けた初心運転者に対する安全対策を講じなかった場合に推定され

る事故件数や、当該者が初心運転者標識を表示しなかった場合に推定される事故件数を推計する

ことは困難であることから、本規制によって得られる効果の金銭価値化は行わないこととする。 

本規制による副次的な影響及び波及的な影響については、発生していない。 
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３ 考察 

本規制の導入に伴い発生した費用は、事前評価時の想定とかい離しておらず、副次的な影響及

び波及的な影響も発生していない。 

 他方、本規制の導入により、車両総重量 3.5トン以上 7.5トン未満の準中型自動車に係る車両

１万台当たりの死亡事故件数について、制度導入前の平成 28年は約 0.53件である一方、制度導

入後の平成 30年は約 0.50件と減少している。また、初心運転者講習の実施数についても、平成

30年 246件、令和元年 310件、令和 2年 304件と増加傾向にあり、交通事故防止のための措置が

着実にとられていると認められることから、事前評価時に想定された効果が発現していると思わ

れる。 

 便益について金銭価値化することは困難であるが、運転に関する知識・技能が定着していない

と考えられる取得後１年未満の初心運転者につき、再試験又は初心運転者講習による再教育を行

うことで技能・知識の再確認・再定着を図るとともに、再試験不合格となった者については、知

識・技能が定着していないと判断して免許を取り消すことによって運転不適格者を排除し、交通

事故防止に効果を発揮していると考えられることから、当該規制を継続することが妥当である。 
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（別記様式第９号）                            

規制の事後評価書（要旨） 

 

法律又は政令の名称：道路交通法の一部を改正する法律（平成 27年法律第 40号） 

規 制 の 名 称：運転免許の仮停止の対象の拡大 

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止 

  担 当 部 局 ：交通局運転免許課 

  評 価 実 施 時 期：令和３年８月 

 

 

１ 事前評価時の想定との比較 

本規制は、酒気帯び運転又は過労運転等（麻薬等運転の場合を除く。以下同じ。）の禁止の規定

に違反し、よって交通事故を起こした場合には、人を死亡させたときに限らず、人を傷つけたと

きにも、当該交通事故を起こした日から起算して 30日間の運転免許（以下「免許」という。）の

効力の停止（以下「仮停止」という。）をすることができることとしたものである。 

酒気帯び運転により交通事故を起こし、よって人を傷つけるような危険な運転者を可能な限り

速やかに道路上から排除する必要性については現在も変わりがない。 

事前評価時に本規制に係るベースラインの設定は行っていないが、当該規制が導入されていな

かった場合には、酒気帯び運転又は過労運転等の禁止の規定に違反し、よって交通事故を起こし

て人を傷つけた者を、速やかに道路上から排除する手段が存在せず、公安委員会の処分が決する

までの間の交通事故等の発生の防止が困難であったものと考えられる。 

前記のとおり、これまで、酒気帯び運転により交通事故を起こし、よって人を傷つけた者が、

公安委員会の処分が決するまでの間に飲酒運転を繰り返し行った事例等があり、現在も、このよ

うな危険な運転者を可能な限り速やかに道路上から排除する必要性に変わりはない。 

また、酒気帯び運転及び過労運転等の禁止の規定に違反した状況での人身事故（死亡事故を除

く。）件数について、本規制導入前の平成 26年中が 3,210件であるのに対し、本規制導入後の平

成 28 年中は 3,037 件、平成 29 年中は 2,866 件、平成 30 年中は 2,811 件、令和元年中は 2,573

件、令和２年中は 2,034件であり、依然として本規制の対象となり得る交通事故の発生が認めら

れることから、本規制の必要性は引き続き認められる。 

 

２ 費用、効果（便益）及び間接的な影響の把握 

事前評価時においては、本規制により、酒気帯び運転又は過労運転等の禁止の規定に違反し、

よって交通事故を起こして人を傷つけた者は、免許の効力が停止されている間、自動車等の運転

をすることができなくなるものの、金銭的負担や作為義務が生じるものではなく、新たな遵守費

用はほとんど生じないと想定していた。 

 本規制導入後においても、事前評価時に想定されなかった遵守費用は発生していないことか
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ら、事前評価時の想定とのかい離は生じていない。 

事前評価時において、本規制により、酒気帯び運転又は過労運転等の禁止の規定に違反し、よ

って交通事故を起こして人を傷つけた者に対する免許の効力の仮停止に係る事務が発生するが、

既存の仮停止の規制と一連の体系をなすものであり、新たな行政費用はほとんど生じないと想定

していたとおり、事前評価時に想定されなかった新たな行政費用は発生していないことから、事

前評価時の想定とのかい離は生じていない。 

事前評価時には、本規制の効果として、酒気帯び運転又は過労運転等の禁止の規定に違反し、

よって交通事故を起こして人を傷つけた者の免許の効力の仮停止を行うことにより、その者に対

する公安委員会の処分が決するまでの間の交通事故等の防止が図られると想定していた。 

酒気帯び運転又は過労運転等の禁止の規定に違反し、よって交通事故を起こして人を傷つけた

者に対し、免許の効力の仮停止処分を行った件数は、平成 27年中 227件、平成 28年中 391件、

平成 29年中 297件、平成 30年中 256件、令和元年中 316件、令和２年中 221件であり、本規制

によって公安委員会の処分が決するまでの間の交通事故等を防止するための措置が着実にとら

れている。なお、本規制が導入された平成 27 年から令和２年までの間に、酒気帯び運転及び過

労運転等の禁止の規定に違反した状況での人身事故（死亡事故を除く。）件数について、本規制

導入前の平成 26年中が 3,210件であるのに対し、本規制導入後の平成 28年中は 3,037件、平成

29年中は 2,866件、平成 30年中は 2,811件、令和元年中は 2,573件、令和２年中は 2,034件で

ある。 

事前評価時には、本規制により想定される効果について、金銭価値化した便益を推計していな

い。また、便益の金銭価値化を行うためには、本規制が導入されなかった場合における、酒気帯

び運転又は過労運転等の禁止の規定に違反し、よって交通事故を起こして人を傷つけた者が、公

安委員会の処分の決するまでの間に交通事故等を起こし、その結果として生じる損益を算出する

必要があるが、考慮すべき要素が多岐にわたり、また、損益の規模が事案ごとに異なり、その推

計は困難であることから、本規制によって得られる効果の金銭価値化は行わないこととする。 

本規制による副次的な影響及び波及的な影響については、発生していない。 

 

３ 考察 

本規制の導入に伴い発生する費用は、事前評価時の想定のとおり、ほとんど発生しておらず、

副次的な影響及び波及的な影響も発生していない。 

便益については、金銭価値化することは困難であるが、酒気帯び運転又は過労運転等の禁止の

規定に違反し、よって交通事故を起こして人を傷つけた者による公安委員会の処分が決するまで

の間の交通事故等の防止が図られるという便益と比較して、費用はほとんど発生していないもの

と認められることから、当該規制を継続することが妥当である。 

  

 

- 28 -



 

 

（別記様式第９号）                            

規制の事後評価書（要旨） 

 

法律又は政令の名称：犯罪による収益の移転防止に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴 

う関係政令の整備等に関する政令（平成 27年政令第 338号） 

規 制 の 名 称：特定事業者が取引時確認を行わなければならない取引の追加 

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止 

  担 当 部 局 ：刑事局組織犯罪対策部組織犯罪対策企画課犯罪収益移転防止対策室 

  評 価 実 施 時 期：令和３年３月 

 

 

１ 事前評価時の想定との比較 

犯罪による収益の移転防止に関する法律（平成 19年法律第 22号）第４条においては、特定事

業者（弁護士等を除く。以下同じ。）は、特定取引等に際して取引時確認を行わなければならない

こととされている。 

この点、本規制の導入前においては、特定取引以外の取引について、 

〇 疑わしい取引であると認められる場合 

〇 顧客等が実質的に同一と認められるような関連する一連の取引を行ったときに、これが敷居

値を超える大口現金取引等と同視できるようなものであったとしても、形式的に個々の取引の

額が敷居値を超えない場合 

のいずれであっても取引時確認を行う義務が課されておらず、これらマネー・ローンダリングの

リスクが伴う取引について、事後的な資金トレースを行うことができない状況となっていた。 

また、平成 26年６月には、ＦＡＴＦ（Financial Action Task Force：金融活動作業部会）か

ら、こうした状況に迅速に対応することを促す声明が公表された。 

以上のことから、本規制は、特定事業者が取引時確認を行わなければならない取引として、 

〇 疑わしい取引その他の顧客管理を行う上で特別の注意を要するものとして主務省令で定め 

るもの（以下「疑わしい取引等」という。） 

〇 同一の顧客等との間で二以上の一定の取引を同時に又は連続して行う場合において、当該二 

以上の取引が一回当たりの取引の金額を減少させるために一の取引を分割したものの全部又 

は一部であることが一見して明らかであるもの（以下「敷居値以下に分割された取引」という。） 

を追加したものである。 

現在も、疑わしい取引等や敷居値以下に分割された取引を取引時確認の対象とする必要性に変

わりはなく、その他本規制をとりまく社会経済情勢等に係る大きな変化や事前評価時に想定して

いなかった影響も生じていない。 

また、本規制が導入されていなかった場合には、マネー・ローンダリングのリスクが伴う取引

について事後的な資金トレースを行うことができない状況となり、犯罪による収益が組織的な犯

罪を助長するために使用されるおそれや、国際基準であるＦＡＴＦ勧告に対応することができ
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ず、わが国がマネー・ローンダリング対策に関するハイリスク国とされ、わが国の金融機関の海

外取引に支障が生じるなどの事態に発展するおそれがあったと考えられる。 

上記のとおり、現在も、疑わしい取引等や敷居値以下に分割された取引を取引時確認の対象と

する必要性に変わりはなく、その他本規制を取り巻く社会経済情勢等に係る大きな変化や想定し

ていなかった影響も生じていないことから、本規制の必要性は引き続き認められる。 

 

２ 費用、効果（便益）及び間接的な影響の把握 

事前評価時には、本規制により、特定事業者において、疑わしい取引等及び敷居値以下に分割

された取引について適切な取引時確認を行うための費用が発生すると想定していた。 

本規制導入後、想定のとおりの事務負担が発生していると認められるところ、それらに係る費用

については、個々の事業者や取引ごとに異なるため、これを金銭価値化して推計することは困難

であるが、事前評価時に想定されなかった事務負担等は発生していないことから、事前評価時の

想定と実績のかい離は生じていない。 

また、事前評価時には、本規制により新たに課せられた義務の履行を担保するため、規制対象

の事業者を所管する行政庁等による報告徴収、指導及び是正命令等の措置を行う費用が発生する

が、本規制に関するこれら措置の件数が、本規制の導入前におけるこれら措置の件数と同水準に

とどまるならば、発生する行政費用は極めて限定的であると想定していた。 

 本規制導入後、本規制により新たに課せられた義務を履行していないことを理由とした是正命

令等は行われておらず、事務負担は発生していない。その他、事前評価時に想定されていなかっ

た事務負担等は発生していないことから、事前評価時の想定と実績のかい離は生じていない。 

さらに、事前評価時には、本規制の効果として、 

〇 疑わしい取引等及び敷居値以下に分割された取引について取引時確認が行われることによ

って、当該取引時確認に係る事項が届け出られ、それらの情報が犯罪による収益の移転に係る

犯罪及びその前提犯罪の捜査のために活用されることにより、実際に犯罪が行われていた場合

に検挙に至る可能性が高まる。 

〇 国際基準であるＦＡＴＦ勧告に対応することで、マネー・ローンダリング対策等に関する国

際的責務を果たすとともに、我が国の金融機関等の国際社会における信用が高まる。 

ものと想定された。 

本規制の導入により、疑わしい取引等及び敷居値以下に分割された取引に係る事後的な資金ト

レースのための措置が講じられ、また、ＦＡＴＦ勧告の履行状況に関する対日相互審査やＦＡＴ

Ｆ声明での指摘事項に対して必要な改善が図られたと認められることから、事前評価時に想定さ

れた効果が発現していると考えられる。 

便益の金銭価値化を行うためには、本規制が導入されなかった場合に、マネー・ローンダリン

グが見逃された結果として生じる損益や、国際基準であるＦＡＴＦ勧告に対応することができ

ず、我が国がマネー・ローンダリング対策に関するハイリスク国とされて我が国の金融機関の海

外取引に支障が生じることとなった結果として生じる損益を算出する必要があるが、考慮すべき

要素が多岐にわたり、また、損失の規模が事案の内容や状況によって異なり、その推計は困難で

ある。 
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また、事前評価時にも、本規制により想定された効果について、同様の理由から、金銭価値化

した便益を推計していない。 

このほか、本規制による副次的な影響及び波及的な影響については、発生していない。 

 

３ 考察 

本規制の導入に伴い発生した費用は、事前評価時の想定とかい離しておらず、副次的な影響及

び波及的な影響も発生していない。 

また本規制の導入により、マネー・ローンダリングの抑制に寄与するとともに、ＦＡＴＦ勧告

の履行状況に関する対日相互審査やＦＡＴＦ声明での指摘事項に対して必要な改善が図られた

と考えられる。 

便益について金銭価値化することは困難であるが、マネー・ローンダリングの抑制、犯罪収益

の移転の実態解明や検挙に資する仕組みの構築、犯罪収益の没収、追徴等を通じた被害回復、健

全な経済活動の維持・発達への寄与に加え、国際社会と歩調を合わせたマネー・ローンダリング

対策の強化が図られるという便益と比較して、費用は相対的に少ないものと認められることか

ら、当該規制を継続することが妥当である。 
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（別記様式第９号）                            

規制の事後評価書（要旨） 

 

法律又は政令の名称：犯罪による収益の移転防止に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴 

う関係政令の整備等に関する政令（平成 27年政令第 338号） 

規 制 の 名 称：外国において重要な公的地位を有する者及びこれらの者であった者並びに 

これらの者の家族（以下「外国ＰＥＰｓ」という。）との取引等の際の厳格 

な顧客管理の実施についての規定の整備 

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止 

  担 当 部 局 ：刑事局組織犯罪対策部組織犯罪対策企画課犯罪収益移転防止対策室 

  評 価 実 施 時 期：令和３年３月 

 

 

１ 事前評価時の想定との比較 

犯罪による収益の移転防止に関する法律（平成 19年法律第 22号）第４条においては、特定事

業者（弁護士等を除く。以下同じ。）は、特定取引等に際して取引時確認を行わなければならない

こととされており、同条第２項においては、通常の取引時確認に加えて、資産及び収入の状況の

確認等（以下「厳格な顧客管理」という。）を行わなければならない取引が定められている。 

この点、一般的には、公的に高位の職位にある者については、その者の名義がマネー・ローン

ダリングに悪用されるなどする危険性があるところ、ＦＡＴＦ（Financial Action Task Force：

金融活動作業部会）による第３次対日相互審査においては、「金融機関は、ＰＥＰ（Politically 

Exposed Person：外国における重要な公的地位を有する者）との取引に伴い増加するリスクを最

小限にするための具体的な措置（上級管理者の承認を求めること、財産の源泉を立証すること、

厳格な継続的監視を行うこと）を講じることを求められていない。」との指摘を受け、平成 26年

６月には、ＦＡＴＦから、こうした状況に迅速に対応することを促す声明が公表された。 

以上のことから、本規制は、特定事業者が外国ＰＥＰｓとの取引又は外国ＰＥＰｓが実質的支

配者である顧客等との取引（以下「外国ＰＥＰｓとの取引等」という。）をする際に、厳格な顧客

管理を行わなければならないこととしたものである。 

現在も、外国ＰＥＰｓとの取引等を厳格な顧客管理の対象とする必要性に変わりはなく、その

他本規制をとりまく社会経済情勢等に係る大きな変化や事前評価時に想定していなかった影響

も生じていない。 

 また、本規制が導入されていなかった場合には、外国ＰＥＰｓの名義を悪用したマネー・ロー

ンダリング事案の発生を抑制することが困難となり、ひいては、犯罪による収益が組織的な犯罪

を助長するために使用されるおそれや、国際基準であるＦＡＴＦ勧告に対応することができず、

わが国がマネー・ローンダリング対策に関するハイリスク国とされ、わが国の金融機関の海外取

引に支障が生じるなどの事態に発展するおそれがあったと考えられる。 

上記のとおり、現在も、外国ＰＥＰｓとの取引等を厳格な顧客管理の対象とする必要性に変わ
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りはなく、その他本規制を取り巻く社会経済情勢等に係る大きな変化や想定していなかった影響

も生じていないことから、本規制の必要性は引き続き認められる。 

 

２ 費用、効果（便益）及び間接的な影響の把握 

事前評価時には、本規制により、特定事業者において、外国ＰＥＰｓとの取引等について厳格

な顧客管理を行うための費用が発生すると想定していた。 

本規制導入後、想定のとおりの事務負担が発生していると認められるところ、それらに係る費用

については、個々の事業者や取引ごとに異なるため、これを金銭価値化して推計することは困難

であるが、事前評価時に想定されなかった事務負担等は発生していないことから、事前評価時の

想定と実績のかい離は生じていない。 

また、事前評価時には、本規制により新たに課せられた義務の履行を担保するため、規制対象

の事業者を所管する行政庁等による報告徴収、指導及び是正命令等の措置を行う費用が発生する

が、本規制に関するこれら措置の件数が、本規制の導入前におけるこれら措置の件数と同水準に

とどまるならば、発生する行政費用は極めて限定的であると想定していた。 

 本規制導入後、本規制により新たに課せられた義務を履行していないことを理由とした是正命

令等は行われておらず、事務負担は発生していない。その他、事前評価時に想定されていなかっ

た事務負担等は発生していないことから、事前評価時の想定と実績のかい離は生じていない。 

さらに、事前評価時には、本規制の効果として、 

〇 外国ＰＥＰｓに対して厳格な顧客管理が行われることにより、外国ＰＥＰｓの名義を利用し

たマネー・ローンダリングが抑制される。 

〇 国際基準であるＦＡＴＦ勧告に対応することで、マネー・ローンダリング対策等に関する国

際的責務を果たすとともに、我が国の金融機関等の国際社会における信用が高まる。 

ものと想定された。 

本規制の導入により、外国ＰＥＰｓの名義を悪用したマネー・ローンダリングの抑制のための

措置が講じられ、また、ＦＡＴＦ勧告の履行状況に関する対日相互審査やＦＡＴＦ声明での指摘

事項に対して必要な改善が図られたと認められることから、事前評価時に想定された効果が発現

していると考えられる。 

便益の金銭価値化を行うためには、本規制が導入されなかった場合に、外国ＰＥＰｓの名義を

悪用したマネー・ローンダリングによって生じる損益や、国際基準であるＦＡＴＦ勧告に対応す

ることができず、我が国がマネー・ローンダリング対策に関するハイリスク国とされて我が国の

金融機関の海外取引に支障が生じることとなった結果として生じる損益を算出する必要がある

が、考慮すべき要素が多岐にわたり、また、損失の規模が事案の内容や状況によって異なり、そ

の推計は困難である。 

また、事前評価時にも、本規制により想定された効果について、同様の理由から、金銭価値化

した便益を推計していない。 

このほか、本規制による副次的な影響及び波及的な影響については、発生していない。 
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３ 考察 

本規制の導入に伴い発生した費用は、事前評価時の想定とかい離しておらず、副次的な影響及

び波及的な影響も発生していない。 

また本規制の導入により、外国ＰＥＰｓの名義を悪用したマネー・ローンダリングの抑制に寄

与するとともに、ＦＡＴＦ勧告の履行状況に関する対日相互審査やＦＡＴＦ声明での指摘事項に

対して必要な改善が図られたと考えられる。 

便益について金銭価値化することは困難であるが、マネー・ローンダリングの抑制、犯罪収益

の移転の実態解明や検挙に資する仕組みの構築、犯罪収益の没収、追徴等を通じた被害回復、健

全な経済活動の維持・発達への寄与に加え、国際社会と歩調を合わせたマネー・ローンダリング

対策の強化が図られるという便益と比較して、費用は相対的に少ないものと認められることか

ら、当該規制を継続することが妥当である。 
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